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【各国議会】日本関係情報 

 

【アメリカ】「アジア・太平洋諸島系米国人の文化遺産継承月間」に関する議会決議 

2017 年 5 月、米国では、アジア・太平洋諸島系米国人の米国社会への貢献を称える「ア

ジア・太平洋諸島系米国人の文化遺産継承月間（Asian/Pacific American Heritage Month）」

を迎えた。これに伴い、2017 年 5 月 25 日には、同月間の重要性を確認する上院決議第 183

号（S. Res. 183）がメイジー・ヒロノ（Mazie Hirono）上院議員（民主党、ハワイ州）を主

な発案者とする 24 名の上院議員（民主党 21 名、共和党 3 名）によって発案され、上院本

会議で成立した。  

同月間の起源は、1979 年 5 月 4 日からの 1 週間を「アジア・太平洋諸島系米国人の文化

遺産継承週間」に指定した上下両院合同決議第 1007 号（H. J. Res. 1007）にまで遡る。そ

の後の 1990 年 5 月には「週間」が「月間」へ拡大され、今日に至るまで毎年恒例のものと

なっている。  

これに合わせて同月間の重要性を確認する上院決議が成立するのも恒例となっており、

本年の決議も、アジア・太平洋諸島系米国人の多様性や米国内での人口増加率の高さに触

れた上で、アジア・太平洋諸島系米国人の米国社会への貢献を強調する内容となっている。

また 2017 年に節目を迎える関連する史実としては、日本が初めて米国に桜の木を寄贈した

こと（105 周年）や、ルーズベルト（Franklin Roosevelt）大統領が日系米国人の強制収容を

命じる大統領令（第 9066 号）に署名したこと（75 周年）などを挙げている。  

なお同月間については、トランプ（Donald Trump）大統領も連邦議会とおおむね足並み

をそろえる内容の大統領布告（proclamation）を 2017 年 4 月 28 日に発表しており、「日々

の行動を通して米国に更なる活力と繁栄と安全をもたらしている」とし、アジア・太平洋

諸島系米国人の貢献を称賛している。                 （海外立法情報課・西住 祐亮） 

・https://www.congress.gov/crec/2017/05/25/CREC-2017-05-25-pt1-PgS3224-2.pdf 

・http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_9480567_po_02640213.pdf?contentNo=1 

・http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_10168970_po_02680213.pdf?contentNo=1 

・https://www.whitehouse.gov/the-press-office/2017/04/28/president-donald-j-trump-proclaims-may-2017-asian-

american-and-pacific 

 

【アメリカ】在沖縄米軍の移転計画に関する連邦議会調査局報告書 

2017 年 6 月 14 日、米国の連邦議会調査局（CRS）は「沖縄における米軍のプレゼンス

とグアムへの移転事業（U.S. Military Presence on Okinawa and Realignment to Guam）」

と題する報告書（簡易版）を公表した。この報告書は、米国のアジア戦略の中での沖縄の

重要性や、米軍基地移転問題のこれまでの経緯について確認し、直近の注目される事案や

発言を整理している。  

直近の注目事案・発言としては、まず 2016 年 12 月の最高裁判決（沖縄県側による埋立

承認の取消しを違法と判断）以降、現行の移転計画に反対する翁長雄志・沖縄県知事が、

訴えかけの対象を日本本土から世界に広げたことを指摘し、2015 年に続いて訪米した同知

事が、幾人かの米政府高官や連邦議会議員と面会し、現行の移転計画の問題点を説いて回

ったことを紹介している。  
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また 2017 年 2 月に訪日したマティス（James Mattis）国防長官が、安倍晋三首相とそろ

って現行の移転計画に対するコミットメントを表明したことを確認する一方で、安全保障

環境の変化を受けて米軍再編計画の見直しを示唆したロバート・ネラー（Robert Neller）

海兵隊総司令官の議会証言（2017 年 5 月）や、就労ビザ発給の規制に伴うグアムの労働力

不足を受けて移転計画への不支持を表明したエディー・カルヴォ（Eddie Calvo）グアム知

事の発言に言及するなど、現行の移転計画に対する懸念や不満があることも指摘している。 

今後の注目点としては、現行の移転計画を推進する日本政府にとって、「新基地建設に

係る法執行」の問題が主たる課題になると指摘し、反基地抗議運動を阻止する沖縄県警と

海上保安庁の能力と意思が試されることになると述べている。  

（海外立法情報課・西住 祐亮） 

・https://fas.org/sgp/crs/row/IF10672.pdf 

 

【韓国】慰安婦問題に関する文在寅大統領の欧米メディアにおける発言 

2017 年 6 月 20 日（米国時間）、ワシントン・ポスト紙（電子版）が文在寅（ムン・ジェ

イン）大統領とのインタビューを掲載した。この中で文大統領は、2015 年 12 月 28 日の慰

安婦問題に関する日韓合意（本誌 266-2 号（2016 年 2 月）pp.37-39 参照）に対する再検討

の意向を尋ねる質問に対し、「問題解決の核心となるのは、日本が法的責任を負うことと公

式の謝罪を行うことだ。しかし、この問題だけのために韓日関係の発展が妨げられてはな

らない」と回答した。また、6 月 22 日のロイター通信とのインタビューでは、「日本は慰

安婦問題を含め、二国間の歴史問題を解決するため十分な努力をしていない」と発言した。 

この発言と関連して、6 月 27 日に行われた韓国外交部（部は省に相当）の記者会見では、

日本政府が文大統領の上記発言に抗議を行ったと報じられたことに対する韓国政府の立場

を問う質問がなされた。これに対し、同部報道官は次のように回答した。「日本側が外交チ

ャネルを通じて［日本政府の］立場を伝えてきた。これに対して我々は、我が政府の立場

を伝えた。改めて我々の立場について申し上げると、慰安婦合意は我が国民の大多数と被

害者から受け入れられていないのが現実であるだけに、こうした点を直視しつつ、韓日双

方が共に努力して賢明に解決していきたいと思う。」（［］内は筆者補足。）  

 （前九州大学韓国研究センター・菊池 勇次） 

（本稿は、海外立法情報課が執筆を依頼したものである。以下、同じ。） 

・http://www.mofa.go.kr/news/briefing/index.jsp 

 

【韓国】日本大使館及び総領事館前の慰安婦像と関連する各自治体の条例制定・改正 

2017 年 5 月 25 日、ソウル特別市鍾路区議会本会議において、「ソウル特別市鍾路区都市

空間芸術条例全部改正条例案」が可決され、7 月 1 日に公布、施行された。同改正条例で

は、公共造形物に関する規定（第 6 章）が新設され、設置者が該当造形物を区に寄付する

ことを前提として申請を行い（第 22 条）、ソウル特別市鍾路区都市空間芸術委員会の審議

（第 23 条）を経て公共造形物として認められた場合、区は該当造形物に対する管理義務を

負い、移転及び解体等についても同委員会の審議を経るよう定めている（第 24 条）。なお、

従来、慰安婦像等の造形物が道路を占有する法的根拠が存在しなかったところ、同条例で

は公共造形物を設置することができる公共施設の範囲に道路を含めている（第 2 条）。 

また、同年 6 月 30 日には釜山広域市議会本会議において、「釜山広域市日帝下日本軍慰
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安婦被害者支援及び記念事業に関する条例案」が可決され、7 月 12 日に公布された。同年

8 月 13 日に施行される。同条例は、①市は、市内に居住する元慰安婦（1 名）に対する生

活支援等を実施し（第 6 条）、②市は、名誉回復及び真相糾明のための記念事業を実施し、

あるいは記念事業を実施する個人、法人又は団体に経費を一部支援することができる（第

7 条）という内容を骨子とするものである。  

同様の内容は「日帝下日本軍慰安婦被害者に対する生活安定支援及び記念事業等に関す

る法律」（1993 年制定。2002 年全面改正）にも含まれており、実際に元慰安婦への生活支

援や記念事業への経費支援も以前から行われている。ただし、「釜山広域市日帝下日本軍慰

安婦被害者支援及び記念事業に関する条例」には記念事業の具体例として、「被害者に関す

る造形物、銅像等記念物の設置、支援及び管理事業」が明記されている点に特徴があり、

同年 3 月 23 日に改正条例が施行された「ソウル特別市日帝下日本軍慰安婦被害者支援及び

記念事業に関する条例」にも同様の規定が設けられている。  

     （前九州大学韓国研究センター・菊池 勇次） 

・http://bookcouncil.jongno.go.kr/assembly/agenda.html 

・http://council.busan.go.kr/assem/user/assem/minute/preView.busan?command=update&minuteSid=17114 

 

 

 

 

 


